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介護職員による喀痰吸引等のテキスト等の作成に係る調査研究 

（平成 30 年度障害者総合福祉推進事業） 

事業実施概要 

 

１．目的 

○たんの吸引や経管栄養は医行為に該当し、介護職員等によるたんの吸引等は一定の要件のもとにやむを得ない措

置として容認されてきたが、社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により、平成 24 年４月１日（介護福祉

士は平成 28 年４月１日）より、一定の研修を受けた介護職員等は、一定の条件の下にたんの吸引等の行為を

実施できることとなった。 

○制度施行から５年以上が経過し、平成 29 年４月１日時点で登録特定行為事業者数は老人福祉法・介護保

険法関係及び障害者総合支援法・児童福祉法関係の施設を合わせ、約２万１千事業所が登録し、認定特定

行為業務従事者認定証件数は約 12 万人（うち、第３号研修は約７万７千人）となっており、今後も医療的ケ

アの必要なサービス利用者の増加と制度浸透に沿って、研修受講者は増加していくと考えられる。一方、制度開始

時に作成された「喀痰吸引等研修テキスト」および「喀痰吸引等研修マニュアル（指導者用）」の内容が実態に沿っ

ていない等の課題が指摘されており、テキストおよび指導者マニュアルの改訂が求められている。 

○上記背景を受け、本調査研究は、制度開始時に作成された現行の「喀痰吸引等研修テキスト_第３号研修（特

定の者対象）」および「喀痰吸引等指導者マニュアル_第３号研修（特定の者対象）」の内容が実態に沿っている

か等の課題の把握、改訂すべきポイントの整理をおこない、必要に応じてテキストおよび指導者マニュアルを改訂し都

道府県等に対して情報提供することで、今後の第３号研修の質の平準化を進めていくことを目的として実施する。 

 

２．事業の全体像 

○テキストおよび指導者マニュアルの改訂に向けて、以下をおこなう。 

（１）アンケート調査 

（２）既存調査によるテキスト等の課題整理 

（３）テキスト、指導者マニュアルの改訂 

 

３．調査方法等 

（１）アンケート調査 

①目的 

・現行テキストの課題箇所等を把握することを目的とし、都道府県、登録研修機関を対象として実施 

・あわせて、現在活用されている独自研修資料等を参考情報として収集 

②調査対象 

・都道府県（47 件）、登録研修機関（354 件） 

③調査方法 

・郵送による発送、回収 

④調査実施時期 

・2018 年 8 月～9 月（調査期間は２週間を想定） 
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（２）既存調査によるテキスト等の課題整理 

①目的 

・厚生労働省実施の過去調査よりテキスト等に関する意見を参考情報として整理 

②方法 

・平成 28 年度喀痰吸引等研修（第 3 号研修）実態調査の回答票より、テキスト、指導者マニュアルに関する回

答を抽出し整理をおこなう 

③実施時期 

・2018 年 7～8 月 

 

（３）テキスト、指導者マニュアルの改訂 

①方法 

・編纂委員会を設置し、上記（１）（２）の調査結果等を踏まえ、テキストの構成・内容について検討し、テキス

ト、指導者マニュアルの改訂をおこなう 

※適宜関連団体等に対しヒアリングを実施し、意見の収集等をおこなう 

②実施時期 

・2018 年８月～2019 年２月 

③本事業における改訂の範囲 

・テキスト、指導者マニュアル（コンテンツ、構成、レイアウト） 

・テキストの改訂に伴い必要となるスライドの修正・追加、研修 DVD の作成 

※指導者マニュアルに付随する動画（現在 youtube にて公開）の修正はおこなわない 

 

４．編纂委員会 

○テキスト、指導者マニュアル等の改訂に向けて以下の委員会を設置し検討をおこなう。 

 

（委員会委員） 

氏 名 現 職 

安藤 眞知子 公益財団法人 日本訪問看護財団 参与 

伊藤 佳世子 公益福祉法人 りべるたす 理事長  

川尻 善之 

長島 好輝 

東京都福祉保健局 障害施策推進部 地域生活支援課 障害福祉人材担当 課長代理 

東京都福祉保健局 障害施策推進部 地域生活支援課 障害福祉人材担当 主事 

北住 映二 
公益社団夫人 日本重症心身障害福祉協会 理事 

心身障害児総合医療療育センタ－ 所長 

髙木 憲司 和洋女子大学 家政学部 家政福祉学科 准教授 

中島 由美子 訪問看護ステ－ション 愛美園 所長 

                                                 （五十音順、敬称略） 
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５．スケジュール 

 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

○既存調査整理          

○アンケート調査          

  ・調査票作成          

  ・調査実施  8 月末から 2 週間       

  ・入力・集計          

○テキスト、マニュアル改訂          

  ・検討、改訂          

  ・DVD 作成          

○委員会  ● ●  ● ● ● ● ● 

○報告書作成          

 

 

 

 

 


